
 

 

賃貸借契約書（ 案 ） 

 

公益財団法人福井県国際交流協会（以下「甲」という。）と       （以下「乙」という。）

とは、次の条項により福井県国際交流会館・福井県国際交流嶺南センターにおけるカラー複写機の使

用、保守および消耗品の供給について、賃貸借契約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条 乙は、その所有する別紙１「物件名および設置場所一覧」に掲げる複写機を甲の使用に供

し、複写機を常時適切かつ正常な状態で稼動できるよう保守を行うとともに、複写に必要な消

耗品（用紙およびステープル針を除く。以下同じ。）を供給するものとし、甲は、これに対し

料金を支払うものとする。 

   

（契約期間） 

第２条 契約期間は令和６年１０月１日から令和１１年９月３０日までとする。 

   

（賃貸借料） 

第３条 賃貸借料は、基本料金とコピー保守料金およびコインベンダー保守料金の合計額とし、コピ

ー保守料金は単価で契約するものとする。その額は、１カウント当たりカラー印刷は  円、

モノクロ印刷は  円とする。なお、各複写機の基本料金およびコインベンダー保守料金につ

いては、別紙１「物件名および設置場一覧」に記載のとおりとする。 

     

（契約保証金） 

第４条 契約保証金は、       円とする。 

※ 契約保証金は、（複写機ごとに計算した５年間の基本料金額に、単価×５年間の予定使用枚数およ

び５年間のコインベンダー保守料金（消費税および地方消費税を含む）を加算した額）を契約期

間の月数で除して得た金額に１２を乗じて得た金額の１００分の１０以上。 

※ 保険証券、保証証券が提供された場合は、保険または保証に付される金額を記載。 

※ 福井県財務規則第１７２条第３号の規定に該当する場合は、「契約保証金を免除する。」と記載。 

 

（料金の請求） 

第５条 乙は、甲とともに毎月末日に各複写機に設置した記録計により正常な出力枚数を検認した

上、第３条の料金単価に各複写機の出力枚数を乗じて算出したコピー保守料金（当該算出額に

１円未満の端数を生じたときは、その端数を切り捨てた額）とコインベンダー保守料金および

各複写機の基本料金の和に、消費税および地方消費税相当額を加算して、甲に対し請求するも

のとする。なお、請求書は設置所属に提出するものとする。 

  ２ 前項の請求額に円未満の端数が生じた場合は、これは切り捨てるものとする。 

３ 乙の責めに帰すべき不良複写枚数および乙が複写機の点検または調整のために使用した複写

枚数は、料金の対象としないものとする。 

 

（料金の支払） 

第６条 甲は、乙が発行した適法な請求書を受理した日から３０日以内に料金を支払うものとする。 

２ 甲の責めに帰すべき理由により、前項の支払期限までに賃貸借料を支払わない場合は、乙は

甲に対して未受領金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和２４年法律第２５６号）第８条の規定により定められた割合で計算した金額を遅延利息とし

て請求することができる。 

  

別添３ 



 

 （複写機の保守） 

第７条 乙は、複写機を常に良好な状態で使用できるようその保守を行わなければならない。 

２ 乙は、前項の保守を行うため、必要に応じて技術員を設置場所に派遣して、点検および調整

を行わなければならない。 

３ 乙は、複写機が故障した場合は、甲の請求により直ちに技術員を派遣して修理に着手し、速

やかに正常な状態に回復させなければならない。 

 

 （料金以外の保守費用） 

第８条 乙は、次の各号の原因により複写機が故障または損傷した場合には、第５条の料金とは別に

複写機の保守に要する費用を甲に請求することができる。 

（１） 乙の指定する技術員以外の者による改造、修理、分解および加工 

（２） 故意または重大な過失など甲の責めに帰すべき事由 

 

 （消耗品の供給） 

第９条 乙は、常に良質な複写を維持できるよう、トナー、ドラム等複写に必要な消耗品を甲に円滑

に供給しなければならない。 

２ その他の消耗品については、乙の指定する者の巡回または甲の申し出によって、予備の不足

を知った場合、乙は当該消耗品を供給する。 

 

 （消耗品の所有権） 

第10条 複写機および消耗品の所有権は、乙に属し、甲はそれらを善良なる管理者の注意義務をもっ

て保管し、通常の用法に従い使用する。 

２ 甲は、複写機および消耗品が乙の所有であることを示す標示等を損傷したり、消耗品を他に

流用してはならない。 

   

（再委託の禁止） 

第11条 乙は、委託業務の処理を自ら行うものとし、業務の全部または一部を第三者に委託し、もし

くは請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合は、この限

りでない。 

２ 前項において、乙は、再委託の承認を求める場合は、再委託先、再委託の理由、再委託する

業務の内容、再委託先が取り扱う情報、およびその他再委託先に対する管理方法等を記載した

「再委託承認申請書」を提出しなければならない。ただし、再委託先がさらに第三者に業務を

委託（以下、「再々委託」という。）する場合には、乙は甲に「再委託および再々委託承認申請

書」を提出しなければならない。この場合、再々委託先には、個人情報および甲が機密を要す

る旨を指定して提示した情報を扱う作業は認めないものとする。 

３ 乙は、甲に対して再委託先および再々委託先の行為について全責任を負うものとする。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第12条 乙は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させてはなら

ない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（管理） 

第13条 甲は、この契約期間中、契約物件を善良な管理の下使用しなければならない。 

 

（保険の付与） 

第14条 乙は、この契約期間中継続して、乙の負担により契約物件に損害補償保険を付与するものと

する。 



 

（契約の解除） 

第15条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。 

  （１）その責めに帰すべき理由によりこの契約に違反したとき。 

  （２）この契約を履行せず、または履行を継続することができないと認められるとき。 

  （３）誠実に業務を履行する意思がないと認められるとき。 

  （４）契約の履行につき、不正の行為をしたとき。 

  （５）契約の解除を申し出たとき。 

  （６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。）第２条第６

号に規定する暴力団員または同条第２号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を

有していると認められるとき。 

 

（違約金等） 

第16条 前条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、違約金として貸借期間全期間分の予

定数量から履行済の数量を減じた数量に契約単価を乗じて得た金額に消費税および地方消費税

の額を加算した金額（円未満の端数が生じた場合は切捨てる）の100分の10に相当する金額を

甲に支払うものとする。ただし、甲に違約金の額を超える損害が発生したときは、甲は、その

超過額を請求することができる。 

  ２ 前項の場合において、契約保証金の納付またはこれに代わる担保の提供が行われているとき

は、甲は、当該契約保証金または担保をもって違約金に充当することができるものとする。 

 

（損害賠償） 

第17条 乙は、業務の履行に関し、乙の故意または過失により甲に損害を与えたときは、損害賠償の

責めを負う。 

  ２ 乙は、業務の履行に関し、乙の故意または過失により第三者に損害を与えたときは、当該第

三者に損害を賠償するなど適切な対応をするものとする。 

 

（契約物件の返還） 

第18条 甲は、契約期間が満了したときまたは契約解除により契約が終了したときは、使用している

契約物件を借受場所において現状のまま速やかに乙に返還する。 

  ２ 乙は、返還を受けた契約物件を乙の負担において速やかに撤去するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第19条 乙は、賃貸借契約実施中に知り得た秘密および甲の行政事務などで一般に公表されていない

事項を他にもらしてはならない。 

  ２ 前項の守秘義務については、賃貸借業務終了後および契約解除後においても同様とする。 

 

（個人情報の保護） 

第20条 乙がこの契約に関して取扱う個人情報については「個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）」を遵守しなければならない。 

  ２ 乙は、個人情報の取扱に関し、別紙２「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならな

い。 

 

（グリーン購入） 

第21条 乙は、賃貸借契約の実施において物品等を調達する場合、「福井県庁グリーン購入推進方針 

（平成１３年４月２７日策定）」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。 

  



 

（疑義等の決定） 

第22条 この契約に定めのない事項およびこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議して定める 

ものとする。 

 

（紛争等の解決） 

第23条 この契約について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第１審の 

管轄裁判所とする。 

 

 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有するもの

とする。 

 

 

 

 

                            令和６年  月   日 

 

 

 

 

甲 福井市宝永３丁目１番１号 

公益財団法人福井県国際交流協会 

                  理 事 長  八 木  誠 一 郎 

 

 

乙  

 

  



 

＜別紙１＞ 

物件名および設置場所一覧 

 

 

物件名 

（機種） 
設置場所 基本料金 

コインベンダー 

保守料金 

 
福井県国際交流会館 

１階 事務室 
月額      円 ― 

 
福井県国際交流会館 

１階 情報相談コーナー 
月額      円 月額     円 

 

福井県国際交流 

嶺南センター 

（アクアトム ２階） 事務室 

月額      円 ― 

 

  



 

＜別紙２＞ 

 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。こ

の契約が終了し、または解除された後においても、同様とする。 

２ 乙は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中および退職後において、この契約

による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に使用してはな

らないことその他個人情報の保護に必要な事項を周知するものとする。 

 

（個人情報保護のための措置） 

第３ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報について次に掲げる措置を講じなければ

ならない。  

(1) 責任者および業務従事者の管理体制および実施体制の構築 

(2) 個人情報の管理の状況についての検査に関する体制の構築 

(3) その他個人情報の保護のために必要な措置 

２ 乙は、前項の規定により講じた措置について書面で甲に報告しなければならない。 

 

（収集の制限） 

第４ 乙は、この契約による業務を処理するために個人情報を収集するときは、契約の目的の達成に

必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により収集しなければならない。 

 

（利用および提供の制限） 

第５ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、また

は提供してはならない。この契約が終了し、または解除された後においても、同様とする。 

 

（複写等の禁止） 

第６ 乙は、甲の承諾なしに次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 個人情報の複写・複製 

(2) 個人情報の送信  

(3) 個人情報が記録されている媒体の外部への送付または持出し  

(4) その他個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為  

 

 

（再委託の禁止） 

第７ 乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者（子会社

（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も

含む。以下同じ。）に委託してはならない。  

２ 乙は、甲の承諾を得て第三者に委託するときはこの契約において乙が講じることとされている事

項と同様の事項を当該第三者（以下「再委託先」という。）に遵守させなければならない。  

 

（資料等の返還） 

第８ 乙は、この契約による業務を処理するため甲から提供を受け、または自らが収集し、もしくは

作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、引き渡し、または廃棄す

るものとする。 ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

 

 



 

（調査等の実施） 

第９ 甲は、必要があると認めるときは、乙および再委託先以降の第三者がこの契約による事務を処

理するに当たり取り扱っている個人情報の管理の状況等について、調査または監査を実施すること

ができる。  

 

（事故報告） 

第１０ 乙は、この契約に違反する事態が生じ、または生じるおそれがあることを知ったときは、速

やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。  

 

（定期報告） 

第１１ 乙は、契約内容の遵守状況について、甲に対し定期的に報告しなければならない。  


